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第1節　問題の所在
　この研究の主題であるr二元銀行制度』は，世界に殆どその例を見ないアメリカ合州国に固有な銀
行制度である。アメリカ合州国で最初の商業銀行（以下で単に「銀行」という）は，後にやや詳しく
述べるが1781年に設立された，バンク・オブ・ノースアメリカであった。この銀行は厳密にいえば
問題がない訳ではないが州法で免許された州法銀行であって，それ以降1862年までに設立された銀
行は，第一合州国銀行と第二合州国銀行の例外を除き，すべて諸州がそれぞれ免許した州法銀行であ
る。1863年国法銀行制度が創設されて，従来からの州法銀行に加えて連邦政府が免許する国法銀行が
生まれ，2種類の銀行が併存する二元銀行制度が成立した。この時点から現在へ至るまで，アメリカ
では二元銀行制度が堅く守られている。
　r二元銀行制度（Dual　Banking　System）』は，州法に基づく州法銀行とそれらを免許・監督する州
銀行当局，および国法（＝連邦法）に基づく国法銀行とそれらを免許・監督する通貨監督官局（OC
C）とが併存し，両者が銀行免許と銀行監督を互に排他的に行なう仕組である。二元銀行制度はアメ
リカ合州国に固有の制度であるだけでなく，この国の銀行制度においてかなり重要な部分を構成し，
ときには神聖視さえされる。また，銀行に関して始められた二元制度は，そのこ貯蓄貸付組合，相互
貯蓄銀行，および信用組合まで適用範囲が拡張されるようになった。後に示すように，アメリカで民
間法人企業は州法に基づいて設立されるのが原則であり，銀行始め金融機関だけが例外的に州法法人
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と連邦法法人の2種類から成っている。したがって，二元銀行制度は世界でも珍しい制度というだけ
ではなく，アメリカの民間法人制度としても異例なものである。　　　　　　　　　　　　L
　アメリカ合州国で銀行関係者たちにとって，r二元銀行制度』は普遍的な崇拝の対象に近いと，あ
る研究者がいささか椰楡調で指摘したことがあるω。彼によると連邦議会公聴会では，銀行家であれ
銀行監督当局者であれ，あるいは議員自身であれ，いずれも二元銀行制度への忠誠を示すのが習わし
である。第2次世界大戦後，金融制度改革の動きはほぼ継続して行なわれてきたが，二元銀行制度の
根幹に触れる改革は，現在まで殆ど手が付けられないままである。この国で二元銀行制度は，あたか
も偶像のような存在といえよう。
　こうした事情は，1930年代以降で最も画期的な銀行立法といわれたr1980年金融制度改革法』の成
立に際しても，はっきりと認められた。この法律は，すべての預金金融機関を同じように取扱って連
邦準備銀行へ必要準備を積立てさせるから，国法銀行と州法銀行の区別を一部で曖昧にするものであ
った。しかし，ある下院議員は本会議で“……われわれは本法により全銀行へ共通の必要準備を賦課
するが，同時に十分な見通しをもって二元銀行制度を堅持したのである……”と主張し，二元銀行制
度への配慮を示した。また，下院銀行委員長もほぼ同趣旨の発言を行ない。二元銀行制度の存続を保
証した（2）。
　近年，「地域州際銀行業務協定（regional　interstate　banking　arrangements）」という形で，一部の
諸州が地域ブロックを結成して，互に州境を越える他州の銀行進出を認め合う仕緯が働き始めた。こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L．ぱれにっいて連邦準備制度理事会（FRB）議長ボルカーは，連邦議会における証言でこの動きへ賛成し
た上で，“州際銀行業務はその性格からして，二元銀行制度と密接な係わり合いがあります。他州へ
進出した銀行を，自州の州法と行政によって規制するような州際支店設置制度は，殆どまったく考え
られません……”と述べた（3）。この証言は，銀行の州際進出を従来通り銀行持株会社方式で認め，同
時に諸州による州法銀行システムはそのまま残して二元銀行制度を守るという，同議長の考えを示し
たものであろう。
　こうしてアメリカ銀行界における二元銀行制度の地位は，神聖不可侵であるかのように見える。二
元銀行制度の内容は近年変化しつつあるが，この制度が連邦国家アメリカに最適であるとの社会的合
意が表面に至るまで崩れてこない限り，政治家や行政官は二元銀行制度の護持へ偏らざるを得ないの
であろう。しかも，銀行家たちの多くがやはり二元銀行制度を支持している。このような関係者全体
の態度について前出の研究者嬬“……一旦“dual　system”の名を唱えれば，後はもうなにも必要が
なかった……”と皮肉っている（4）。
（1）Scott，　Kenneth　E，，“The　Dual　Banking　System：AModel　of　Competition　in　Regulation，”1∬鰯力z
　Financial　Regulation，　Ed．　by　Edwards，　Franklin　R．，1979，　pp．1－2．
（2）U．S．　Congress，　Congre∬ional　Record，　Mar．27，1980，　H2283，　H2287．
（3）　Federal　Reserve　Board，　Fedef’al　Reserx，e　Bulletin，　JulL　1985，　p．433．
（4）　Soott，　ibidem，　p．10．
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第2節　州法銀行の発展
　「州法銀行（state　banks）」とは，その所在する州において，州法に従って組織され，免許を受け，
かつ州銀行当局の監督下に営業する銀行である。アメリカで営業免許を受けた最初の法人銀行は，
1781年フィラデルフィアで設立されたバンク・オブ・ノース・アメリカ（Bank　of　North　America＝
BONA）である。当時のアメリカは独立戦争下にあったが，合州国憲法は未だに成立しておらず，大
陸議会（Continental　Congress）が不十分ながら全国的な立法機関と行政機関の役割を併せて果たし
ていた。BONAは大陸議会から銀行免許を入手して，資本金40万ドルで営業を開始した。したがっ
て，BONAが得た免許を，連邦レベル銀行免許の第1号と見倣すこともできよう。
　大陸議会が諸州へ固有の権限を超えて，銀行免許すなわち法人認可を与える能力を有しているかど
うか，これについて当初から多くの疑義が提出されていた。そのためBONAは間もなく，地元ペン
ンシルベニア始めニューヨークなどの州議会からも免許を入手して，アメリカ銀行史上で唯一の多重
免許を得た。この疑義というのが，大陸議会のメンバー自身から出され，なかでも合州国憲法起草者
の一人であり，後に第4代大統領となるジェイムズ・マディソンがそれを強く主張したというのであ
るから（5），この国の国権と州権からなる二重構造はまさに筋金入りである。こうして発足したBONA
は，後に国法銀行へ転換するまでペンシルベニア州免許で営業を続けた。そこで，若干の疑問点がな
い訳ではないが，BONAを州法銀行の元祖へ充てることにしよう。
　州法銀行は国法銀行（national　banks）に対応するもので，後者の国法銀行は国法（＝連邦法）に
従って組織され，国法免許を受け，通貨監督官局（＝わが国の大蔵省銀行局に相当）の監督下に営業
している銀行である。銀行はいずれか一方の法的資格で存在し，両者を合わせて本来は「商業銀行
（commercial　banks）」と呼ぶ。諸州がそれぞれの州の一般銀行法に基づいて，準則主義に立ち規格化
された銀行免許を銀行設立申請者へ交付するようになったのは，最も早い州で1838年以降のことであ
る。それ以前は銀行が特例銀行法によって設立されたから，銀行設立申請者は州議会から個別に銀行
免許法案を議決してもらい，特許状（special　charter）を入手しなければならなかった。
　さて，BONAは貸出と商業手形割引を行ない，銀行券は請求があれば直ちに正貨党換へ応じ，良
好な経営業績を上げた。BONAの成功に刺激され，また経済の発展ことに内外通商の拡大に必要な
ため，1791年までに四つの州法銀行が，ニューヨーク，マサチューセッツ，メリランド，ロ｛ドアイ
ランドの諸州で設立された。この時期に早くも銀行規制が始まり，1891年バンク・オブ・ニューヨー
クは，銀行券の発行限度を資本金の3倍以内とされ，1792年バンク・オブ・マサチューセッツは，銀
行券と貸付の合計が資本金の2倍以内と制限された。
　準中央銀行の性格を有する半官半民の商業銀行であった第一合州国銀行（1791～1811年）は，連邦
議会が免許した銀行であるから州法銀行ではない。独立したばかりのアメリカの経済的な不足を賄
い，かつ連邦政府の財政金融上の必要を満たすため，ノ・ミルトン（Alexander　Hamilton）は連邦政
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府の管轄下にある銀行の設置を唱道し，提案は第一合州国銀行として実現した。同行は商業信用を供
与する立場からは商業銀行であり，対政府貸出を行ない国庫金を取扱い，さ・らに一種の通貨統制を実
施する立場からは準中央銀行であった。半官半民の形態をとって1791年設立され，本店のほか8ヵ所
からなる全国支店網を有し，貸出，銀行券供給，対政府取引，そして州法銀行券統制に，優秀な結果
を残した。しかし，免許更新に失敗したため，免許期間が満了したi811年解散した。
　州法銀行は第一合州国銀行が成立した1791年，前出したように5行であったが，同行解散時の1811
年には88行に増加した。先発の5行が良好な営業成績を上げたことに加えて，資金不足に悩む企業家
たちが銀行による資金供給を熱望したことが，多数の州法銀行を設立させたのである。現代の銀行貸
出は，銀行側が借手の預金口座へ貸出金を振込んで実行されるが，当時の貸出は銀行が借手へ銀行券
を交付するのが普通とされた。したがって，銀行券発行は銀行貸出と殆ど同義であったことに注意し
なければならない。
　第一合州国銀行が州法銀行へ厳格な態度を取ると，州法銀行は適正な正貨準備率を維持しなければ
ならないから，おのずから貸出（＝銀行券発行）は抑制される。州法銀行側が第一合州国銀行の存続
へ反対したのは，第一にこの理由からであった。第二の理由は，同行が唯一例外的に持っていた，全
国的な支店網への反感であった。同行の特権に対して州法銀行が嫉妬したのは当然で，アメリカで全
国支店網を有した銀行は現在に至るまで，第一および第二合州国銀行だけである。第一合州国銀行が
消滅すると州法銀行数は急激に増え，5年後の1816年に246行へ達した。銀行貸出は殆ど銀行券発行
で賄われたから，全国の銀行券残高はこの間に2．4倍膨張した。しかし，この時期における州法銀行
券の過剰発行，対英戦争の連邦政府赤字，ニューイングランド以外で生じた銀行の正貨覚換停止など
の諸事情は，合州国銀行再建の機運を高めた。
　合州国銀行を再建する動きが成功し，1816年第二合州国銀行（1816～1836年）の設立が連邦議会か
ら特許された。同行は第一合州国銀行とほぼ同様の組織で業務内容は殆ど変わらず，ことに1823年か
ら1830年にかけて，商業銀行と準中央銀行の両者の働きを良く務めた。第二合州国銀行は前例と同じ
ように特許更新がならず，開業してから20年後の1836年その歴史を閉じた。その当時，第二合州国銀
行に対する免許更新をめぐって，ジャクソン大統領始め政界，財界，銀行界などを巻き込む大規模な
争いが起こった。この動きはr銀行戦争（Bank　War）』と呼ばれ，アメリカ政治史および銀行史上
の一大事件となった。
　第二合州国銀行の消滅時から，1863年の国法銀行制度の成立時に至るまで，中央銀行制度を欠いて
いたアメリカ経済に対して，州法銀行は通貨供給の責任を担い，多産多死を経験しながら行数を増加
させていった。当時，不健全な銀行経営が幅をきかせ，その象徴が「山猫銀行（wildcat　banks）」で
あった。銀行券所持人が正貨党換を希望しても，銀行所在地は山猫の出没する草深い僻地に設けてあ
るため，実際には銀行券が免換できないことから，この名称が生まれたのである。
　人々は銀行券の授受に当たって，それらが額面流通券または割引流通券あるいは偽造券のいずれで
あるかを，あらかじめ確かめる必要があった。そのため，rニコラス銀行券情報（Nicholas　Bank－Note
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Reporter）』とか，　r銀行券情報と贋礼鑑定（Bank　Note　Reporters　and　Counterfeit　Detectors）』とい
った専門誌が，商人はじめ取引関係者から重宝がられる始末であった。銀行に対する恐怖と敵意が増
大し，1845年テキサス州が銀行業を禁止したのを皮切りとして，1856年までに6州がこれへ追従し
た。諸州はこうした混乱や弊害へ対応して，いろいろな工夫や努力を重ねた。それらの主要な結果
は，州立銀行制度（state－owned　banks），サフォーク制度（Suffolk　Banking），安全基金制度（Safety
Fund　System），必要準備制度，自由銀行制度（Free　Banking）である』
　1838年ニューヨーク州が制定した自由銀行法は，銀行免許の方法を従来からの特許主義から準則主
義へ変える一般銀行法であった。銀行の設立と銀行券の発行は，国債やニューヨーク州債を担保とし
て州当局へ預託することによって許され，当局は銀行が破綻した場合これら担保証券を売却して銀行
券を償却することになっていた。自由銀行制度は1860年までに15州に広まり，全国的な大きい影響を
及ぼしたが，ニューヨーク州以外では必ずしも成功しなかった。この制度の基礎である準則主義と証
券預託制度が，後に国法銀行制度へ引継がれたことは注目を要する6
　これらの制度改革の多くは，やがて連邦レベルで徐々に実現されたのであるが，当時の関係者は合
州国が健全で全国的な通貨銀行制度を樹立するに至るまで，いわば産みの苦しみを味わったのであ
る。しかし，州レベルでの対応には限界があり，ことに1857年恐慌を契機として，連邦レベルにおけ
る通貨銀行制度への取組みが必要となった。連邦議会のある上院議員は，1862年の銀行数1，500行，
年間の銀行券模造1，861件，同変造3，039件，同偽造1，685件と，事態の深刻さを議会で訴えた（6）。
（5）　Hammond，　Bray，　Bα罐5απ4　Politics勿∠4merica　f砺om彦he　Revolution’o読θCiτ，il　IVar，1957，
　P．51．
（6）　U．S．　Congress，　Congressionalαoう8，　Feb．10，1863，　p．844．
第3節　二元銀行制度の成立
　第二合州国銀行が消滅したあとは，多数の州法銀行がデザイン，サイズ，紙質が異なる銀行券を，
それぞれ何種類かの額面で発行していた。しかも，それら銀行券は実際の流通において，発行地から
の距離の遠近や発券銀行の評価に応じて割引かれるので，生産老，商人，旅行者など国民一般が不利
益を蒙った。その上，既述のように銀行券の模造，変造，偽造が盛んで，国民を困らせた。
　アメリカは1861年南北戦争へ突入し，それまで暫く銀行との関係を絶っていた連邦政府は，戦費調
達の必要から銀行との結び付きを回復して借入を行なった。戦争の拡大と物価上昇によって，正貨は
退蔵され海外にも流出したため，銀行は1861年末に銀行券の正貨免換を停止した。政府が銀行借入で
免換不能の銀行券を入手し，しかも利息支払の負担を強いられるより，政府自身紙幣を発行すべきで
あるとの考えが生まれ，政府紙幣グリーンバックスが1862年初めて供給された。
　1861年3月大統領へ就任したリンカーンが，財務長官へ任命したチェイス（Salmon　P．　Chase）こ
そ，国法銀行制度の産みの親である。彼はもともと銀行嫌いで金銀貨を信頼し，中央銀行制度にも反
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対であったが，全国統一通貨の必要性と戦時財政の苦境は認識していた。1861年12月チェイス長官は
連邦議会に対して，通貨を統一してその減価を防ぎ，かっ戦時財政に必要な国債への需要を増大させる
ため，銀行が国債預託による全国共通の銀行券を発行できるよう，新しい法律を成立させるべきであ
ると提案した。この要請を受けた法案は1863年2月，r全国通貨法（National　Currency　Act　of　1863）』
として成立し，現行の国法銀行制度がこの法律によって創始された。同法は翌年改正され，r1864年
国法銀行法（National　Bank　Act　of　1864）』となり，現在へ至っている。
　国法銀行制度の概要を，手短かに記そう。（1）国法銀行の必要資本金は最低5万ドルで，銀行設立予
定地域の人口に応じて増額される。②資本金の1／3以上に当たる国債を，規制当局である通貨監督官
へ預託する。（3）国法銀行券の発行は預託国債の額面総額の90％または払込資本金が限度とされ，全
国の発行総額が3億ドルに規制される。（4）銀行が債務不履行（＝正貨免換の停止）に陥った場合，当
局は預託国債を売却した代金で債務を履行する。（5）国法銀行券は法貨ではないが強制通用力を与えら
れ，免換請求には合法貨幣（lawful　money）で応じなければならない。（6）国法銀行券の体裁は，発行
銀行名と頭取のサインを除いて，全国共通のものに整えられる。（7）発券と預金に必要準備が要求さ
れ，地方銀行は15％，準備市（シカゴなど16都市）と中央準備市（ニューヨーク）の銀行は25％であ
る。地方銀行は準備の3／5まで準備市と中央準備市の銀行へ，準備市の銀行はその1／2まで中央準備
市の銀行へ，それぞれインターバンク預金して構わない。
　こうして，既存の州法銀行に国法銀行が加わって，二元銀行制度が成立することになった筈である
が，それは初めのうち形ばかりのものにしか過ぎなかった。国法銀行の新設も州法銀行の国法転換も
　　　　　　　h
当初きわめて低調で，原因の一部は国法銀行に対する規制が厳格なことにあった。しかし，なんとい
っても連邦政府認可の民間法人という概念は，アメリカ社会にとって馴染みが薄く，このことがより
大きな原因であったと考えられる。法人認可は諸州に固有の権限と信じられていたし，現在でも一般
事業法人はすべて州法法人である。巨大会社IBM，　GM，エクソン，コカコーラ，プルデンシャル
保険……も，いずれかの州の州会社法に基づく州法会社であって，金融機関だけが例外的に州法法人
にも連邦法法人にもなり得るのである。したがって，初めて作られた連邦認可の法人銀行すなわち国
法銀行を，当時の人々は珍奇な存在と見たようである。
　1863年全国通貨法案が上院で審議されたとき，ニューヨーク選出のノ・リス上院議員は，“ニューヨ
ークの銀行家たちは，州法免許を放棄しないでしょう。彼らは州銀行法の下で享受している特権と利
益を，手放さないと思います”と，本会議で演説した。これに対して，同法案の提出者であるシャー
マン上院議員（John　Sherman）は，“ノ・リス議員にお尋ねしますが，ニューヨークの銀行は銀行券発
行の特権のほかに州法免許から受ける利益が何かあるのでしょうか”と，質問を発した。ところが，
ハリス議員はこれへ真当に返事できず，理由なしの弁明しかできなかった（7）。恐らくハリス議員の頭
のなかには，そしてニューヨークの銀行家たちの頭のなかにも，連邦認可法人の概念は落着き場所が
無かったに違いない。事実，国法銀行制度に関する法案審議において，連邦に法人認可の権限がある
かどうかは，何回も蒸し返されたテーマであった。
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（7）　U．C．　Collgress，　ibidem，　Feb．9，1963，　p．824。
第4節　二元銀行制度の展開
　1863年全国通貨法と1864年国法銀行法によって，国法（＝連邦法）免許の銀行が設立できることに
なったけれど，その新設も州法銀行からの転換も数が少なかった。国法銀行制度の展開がはかばかし
く進まないことに業を煮やした関係者たちは，1865年内国歳入法によって翌1866年から，州法銀行
が発行する銀行券に毎年10％の課税をすると決めた。発券（＝貸付）に対する10％課税は，発券銀行
であった州法銀行の経営を著しく困難にさせ，州法銀行は雪崩を打って国法銀行へ転換した。このた
め，1863年に1，466行あった州法銀行（貯蓄銀行と個人銀行を含む）は，1866年になると287行へ激減
し，今度は国法銀行数が州法銀行数に対して著しく優位を占め，二元銀行制度は発足時とは逆の意味
でバランスを欠くことになった。
　州法銀行の活動はしばらく低調を続けたが，1880年代後半から行数が急伸し，1890年には3，594行
（貯蓄銀行と個人銀行を含まず）へ達して，国法銀行の3，484行を初めて超えた。南北戦争後から19世
紀末に至るまで，アメリカは農業国家から工業国家への道を歩み，恐慌は何回かあったものの基本的
には経済成長が続き，それを背景として州法銀行は発展していった。小切手の利用が普及したため，
州法銀行は発券業務による貸付へ頼らなくても，小切手預金（＝当座預金）業務による貸付が可能と
なり，預金銀行として経営を進めてゆく基盤が固まった。州法銀行は規制が国法銀行に対するより一
般に緩やかであり，国法銀行へ許されなかった不動産担保貸付や証券業務活動が認められるのが普通
であった。また，南北戦争後の経済成長に伴い，フロンティアが西漸して小さい町の数が増え，新し
い町には新しい銀行が必要であった。こうした事情から，州法銀行数が増大していったのである。こ
うして，一旦は行数が激減した州法銀行が預金銀行として復活し，国法銀行は初め発券業務と預金業
務の両方に携わり，やがて後者へ重点を移すようになったが，その有様はig　4－1表の内容から理解で
きるであろう（8）。
　州法銀行の国法銀行に対する数の優位は，1890年以降これまで変わったことがなく，およそ100年
問いつでも州法銀行数が国法銀行数を上回って現在へ至っている。わが国であれば，州法銀行のほう
が国法銀行より格が高いと人々は考えるであろうが，アメリカではそうした思考法は殆どない。そう
した背景の下で諸州の州議会や州銀行当局は，州法銀行の設立や経営が国法銀行より有利になるよう
に振舞う傾向がある。こうして，州法銀行の国法銀行に対する数の上での優位が続いており，その様
子の概略は第4－2表に示されている（9）。なお，連邦準備制度（1913年）と連邦預金保険公社（1933年）
が出来たため，現在の州法銀行は州法加盟銀行，保険加入州法非加盟銀行，保険非加入州法非加盟銀
行と，三つのカテゴリーに分かれている。
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第4－1表　銀行数・主要負債（1863－1900年）
（金額単位：100万ドル）
暦　　年
1863
1865
1870
1875
1880
1885
1890
1895
1800
非　　国　　法　　銀　　行
行数（州法銀行数）　銀行券　　預　金
1，466　（n．a．）
　349　（11．a．）
　325　（n．a．）
1，260　（　　586）
1，279　（　　650）
1，661　（］．，015）
4，717　（3，594）
6，103　（5，086）
9，322　（8，696）
239
48
45
?
?
?
?
?
　494
　75
　70
1，111
1，137
1，659
2，598
3，260
5，301
国　、法　　銀　　行
行釧銀行券陣金
　66
1，294
1，612
2，076
2，076
2，689
3，484
3，715
3，731
n．a．
n．a．
291
318
318
269
126
179
265
　10
　614
　706
　897
1，085
1，420
1，979
2，279
3，621
（注）　非国法銀行は州法銀行のほか，相互貯蓄銀行と個人銀行を含む。州法銀行数は判
　明している時期についてのみ，括弧内に記した。＊印は50万ドル以下の金額，n．　a．
　　は資料無し意味。
（出所）Bureau　of　the　Census，　Statistical　Historor，　Series　X　634－655，656－677，683－
　688から作成。
第4－2表　銀　　行　　数（1840－1984年）
暦
?
全　銀　行数 州法銀行数 国法銀行数
1840
1860
1880
1900
1920
1940
1960
1980
1984
　901
1，562
2，726
12，427
30，291
14，534
13，147
14，836
15，133
　901
1，562
　650
8，696
22，267
9，370
8，605
10，411
10，223
2，076
3，731
8，024
5，164
4，542
4，425
4，910
（出所）Bureau　of　the　Census，　Statistical　Historbl，　Series　X　580－587，610619，
　634－655，683－688，FRB，　Federal　Reserwe　Bulletin，1980，1984から作成。
　さて，以下ではこれまでの記述と趣を変えて，第2次世界大戦後における銀行市場構造の様子を検
討しよう。構造変化を観察するにはいろいろの方法が考えられるが，ここでは二元銀行制度の枠組に
立って，連邦預金保険制度加入銀行を対象として問題A接近しよう。ただし，州法銀行は加盟銀行と
非加盟銀行に分けるので，全銀行は三っの種別によって観察されることになる。第4－3表は，それぞ
れのグループの銀行数，店舗数，および預金額の成長を示したものである。
　第4－3表について，二つの問題点がある。第一に，既述のように銀行は国法銀行，州法加盟銀行，
および州法非加盟銀行の種別間にわたって，その所属を自由に変えることができる。そこで，3種類
の銀行グループ毎に計った銀行数や預金額などの伸び率は，かなり多くの銀行がグループ間を渡り歩
いたために生じる変動結果も含まれている。第二に，大銀行に限られたことではあるが，第4－3表が
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第4－3表　銀行数・店舗数・預金額の成長（1945－1983年）
銀行数・店舗数・預金高・平均預金高の変化（1945－1983年）
暦 年 全商業銀行　国法銀行 州法加盟銀行 州法非加盟銀行
〔銀行数〕（％は銀行別種ごとのシェア）
1945
1950
1955
1960
1965
1970
1975
1980
1983
13，302（100％）
13，446（100％）
13，237（100％）
ユ3，126（100％）
13，547（100％）
13，511（100％）
14，385（100％）
14，435（100％）
14，469（100％）
5，017（37．7％）
4，958（36．9％）
4，692（35．4％）
4，530（34．5％）
4，815（35．5％）
4，621（34．2％）
4，744（33．0％）
4，425（30．7％）
4，751（32．8％）
1，864（14．0％）
1，912（14．2％）
1，847（14．0％）
1，641（12．5％）
1，405（10．4％）
1，147（　8．5％）
1，046（　7．3％）
　997（　6．9％）
1，052（7．3％）
6，421（48．3％）
6，576（48．9％）
6，698（50．6％）
6，955（53．0％）
7，327（54．1％）
7，743（57．3％）
8，595（59．7％）
9，013（62．4％）
8，666（59．9％）
伸　び　率 1．09 0．95 0．56 1．35
〔店舗数〕（％は銀行種別ごとのシェア）
1945
1950
1955
1960
1965
1970
1975
1980
1983
17，198（100％）
18，278（100％）
20，202（100％）
23，685（100％）
29，393（100％）
35，321（100％）
44，568（100％）
53，171（100％）
55，326（100％）
6，831（39．7％）
7，188（39，3％）
8，056（39．9％）
10，038（42．4％）
13，801（47．0％）
17，191（48．7％）
21，074（47．3％）
24，217（45．5％）
26，080（47．1％）
2，963（17．2％）
3，271（17．9％）
3，785（18．7％）
4，265（18．0％）
4，738（16，1％）
4，798（13．6％）
5，452（12．2％）
5，768（10．9％）
5，866（1α6％）
7，404（43．1％）
7，819（42．8％）
8，361（41．4％）
9，382（39．6％）
10，854（36．9％）
13，332（37．7％）
18，042（40L　5％）
23，186（43．6％）
23，380（42．3％）
伸　び　率 3．22 3．82 1．98 3．16
〔預金高〕（単位　100万ドル）（％は銀行種別ごとのシェア）
1945
1950
1955
1960
1965
1970
1975
1980
1983
　135，948（100％）
　146，269（100％）
　184，734（100％）
　220，099（100％）
　315，644（100％）
　482，514（100％）
　780，749（100％）
1，192，246（100％）
1，533，937（100％）
77，777（57．2％）
84，941（58．1％）
102，796（55．6％）
120，242（54．6％）
185，334（58，7％）
285，436（59．2％）
450，308（57．7％）
656，752（55．1％）
864，494（56．4％）
41，864（30．8％）
41，602（28、4％）
55，739（30．2％）
65，488（29．8％）
78，327（24．8％）
101，512（21．0％）
143，409（18．3％）
191，183（16．0％）
222，785（14．5％）
16，307（12，0％）
19，726（13．5％）
26，199（14．2％）
34，369（15．6％）
51，983（16．5％）
95，566（19．8％）
187，032（24．0％）
344，311（28．9％）
446，658（29．1％）
伸　び　率 11．28 11．12 5．32 1 27．39
〔1行あたり平均預金高〕（単位　100万ドル）
1945
1950
1955
1960
1965
1970
1975
1980
1983
10．2
10．9
14．0
16．8
23．3
35．7
54．　3
82．6
106．　0
15．5
17．1
21．9
26．5
38。5
61．8
94．　9
148．4
182．0
22．5
21．8
30．2
39．9
55．　7
88．5
137．1
191．8
211．8
2．5
3。0
3．9
4．9
7．1
12．3
21．8
38．2
51，5
伸　び　率 10．39 11．74 9．41 20．60
（出所）FDIC年報各号から作成。
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取扱っている期間の後半は，銀行負債に占める管理可能負債のウエイトが無視できなくなった。こう
した種類の負債を背景とした銀行資産の伸びを考慮に入れると，表のなかで指標とされている預金に
代えて，むしろ資産を取上げる方法も検討されるべきであろう。
　われわれは第4－3表から，以下のような情報を読み取ることができる。（1）戦後の約40年間，銀行数
は僅か8．8％しか増えなかった。（2）しかし，実際には後述するように，銀行が新規参入で約6，000行
も増えたのであるが，合併によってこの増加数の9割強が相殺されたのである。（3）銀行サービスの需
要増加に必要な施設は，この間に3．2倍増えた店舗数で賄われた。（4経済成長とインフレーションの
せいで，預金額は11．1倍も増加した。（5）銀行数の変化の内容を見ると，国法銀行数は微減，州法加盟
銀行数は約半減，州法非加盟銀行数は35％の増加である。（6）店舗数の変化の内容を見ると，国法銀行
店舗数は約3．8倍増え，州法加盟銀行店舗数は行数半減の事情を考慮するとかなり伸び，州法非加盟
銀行店舗数は行数の増大を考慮すると伸びがむしろ小さい。（7）預金額の伸びの内容を見ると，銀行グ
ループ毎の銀行数の変動を考慮すれば，国法銀行と州法加盟銀行の預金額の伸びは保険加入銀行全体
のそれと大きな違いがなく，州法非加盟銀行のそれは著しく大きい。
　この表は銀行グループ毎の特色についても，有益な情報を与えてくれる。銀行間の規模格差が大き
いため，銀行グループの平均値を取上げて論じること抵危険を伴うが，他に方法がないから平均値の
比較も含φて記述を進める。（1》国法銀行数は全銀行数の約1／3を占めるが，この約40年間にシェアは
漸減気味である。（2）州法加盟銀行数のシェアは同じ期間に，14％前後から7％前後へ落ちた。（3）州法
非加盟銀行数のシェアは前2者のシェアを喰う形で，50％弱から60％前後へ上昇した。（4）1983年末現
在の平均店舗数は，国法銀行は5．9で州法加盟銀行が5．5であるが，州法非加盟銀行は小規模単店銀
行が多いため2．7である。その結果，国法銀行と州法加盟銀行の店舗数シェアは銀行数シェアで見た
場合より大きくなり，州法加盟銀行の店舗数シェアは逆に低下する。㈲1行当たり預金額は表の示す
通り，州法加盟銀行のそれが最大で，国法銀行がこれに続き，州法非加盟銀行ではかなり小さい。し
たがって，州法加盟銀行と国法銀行の預金額シェアは，銀行数と店舗数のシェアに比べると一層大き
くなる。州法非加盟銀行は銀行数と店舗数が伸びた以上に預金額が大きくなったのであるが，小規模
銀行が多いため預金額シェアは低い。
　これら銀行グループ別の特色から，国法銀行，州法加盟銀行，および州法非加盟銀行の最近のイメ
ージを次のようにまとめることができる。（1）国法銀行は銀行数で全体の約3／1を占めるが，店舗数で
は約半分に迫り，預金額は半分以上を保有している。（2）州法加盟銀行は銀行数で全体の約7％しかな
い小勢力であるが，預金額では約14％のシェアを持ち，1行当たり預金額は国法銀行のそれを上回る。
（3｝州法加盟銀行の平均預金額が大きいのは，銀行の資産規模10分位における第10分位（資産50億ドル
以上）の預金額が相対的に多いので，それに引っ張られた結果である。（4）州法非加盟銀行は銀行数で
全体の約60％であるが，預金額は約30％のシェアしかない。（5）州法非加盟銀行は資産規模第10分位の
銀行がなく，第6分位（資産1～3億ドル）の銀行がグループ内で最大の預金額を有し，かつ第1分
位（資産500万ドル以下）から第5分位（資産0．5～1億ドル）までの銀行数が約7，700にも達してお
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り，平均規模は小さく行数がきわめて多い。
　われわれは国法銀行のほうが州法銀行より格が上であると思い勝ちであるが，アメリカ人たちはそ
う考えない。州と国とはある意味で対等であるから，どちらの銀行免許がある銀行にとって有利かど
うかが，州法免許と国法免許を選択する基準となる。ニューヨークの大銀行では州法加盟銀行が多
く，モルガン銀行，マヌファクチャラーズ・ハノーバー銀行，ケミカル銀行，バンカーズ・トラスト
銀行，アービング・トラスト銀行など，わが国でもよく知られている大銀行が，いずれもニューヨー
ク州法による銀行である。
　銀行市場構造の変化を見る第二の方法として，銀行数の増減要因を示す第4－4表を作成した。前例
と同じように保険加入銀行を対象として，1945年から1983年までの期間について，銀行グループ別に
行数がどういう原因で変動したかを調べたものである。
ee　4－4表　銀行数の変化と原因（1945－1983年）
1全商業銀行釧国法鮪数州法加盟銀倒州法非力麟行数
1945年初 13，268 5，025 1，786 6，457
原因別の増減数（1945年初～1983年末）
　参入十6，066　合併一5，　542　転換増　十2，198　転換減　一2，198　その他の増　　十880　その他の減　　一203
十2，103
－2，296
十　501
－　551
十　　16
－　　47
十　447
－　784
十　481
－　899
十　　34
－　　13
十3，516
－2，462
十1，216
－　748
十　830
－　143
1983年末 14，469 4，751 1，052 8，666
（出所）FDIC年報各号から作成。
　第4－4表の内容について最初にいえるのは，新規参入，合併，転換などの件数がきわめて多く，銀
行市場における活動水準がたいへん高いことであろう。（1）新規参入数は6，000件を超え，どの銀行グ
ループでも参入は活発に起こった。州法非加盟銀行は国法銀行と州法加盟銀行に比べて，免許基準が
いくぶんか緩やかであるため参入数が一番多かった。〔2にの表から直接には読み取れないが，1980年
以降の銀行破綻数の上昇にも拘らず参入があるため，1983年までの4年間について銀行数は引続き増
加している。（3｝合併数も参入数に劣らず多数であり，結果として参入による銀行数の増加の9割強を
相殺する形となっている。（4）国法銀行，州法加盟銀行，および州法非加盟銀行の間で，免許ないし加
盟の転換が数多く行なわれている。転換は銀行市場内の出来事であるから，転換増の行数と転換減の
行数は一致する。㈲参入，合併，転換などの件数が，銀行規模別で分類されれば市場構造の分析にき
わめて有益であるが，そうした資料はいまのところ得られなかった。ただ参入については，小規模銀
行が多いと考えてよいであろう（1°）。
　転換が3種類の銀行グループ間で互に行なわれるのは，一方で銀行が免許種類や連邦準備制度加盟
の有無を選択できるからである。また他方で，3種類の銀行監督機関すなわち通貨監督官局（OCC），
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連邦準備制度理事会（FRB），および諸州の州銀行当局と，それらの背後にある連邦と諸州の立法部
が，管轄下の銀行を増やすため陰に陽に競争しているからであると見ることができよう。第4－4表に
示された銀行市場活動の水準の高さから思いっくことは，アメリカ人たちの市場原理を信じる姿勢で
ある。銀行破綻が毎年かなりの件数に達することを考えると，競争に失敗は付き物であると受止め
て，市場原理をかなり楽観的に信奉するのが彼らの哲学であろう。
（8）　この表は複数の資料から数値が引用されているので，全体としての整合性は保証できないが，大勢を理
　　解するには差し支えないであろう。
（9）注（8）と同じ。
（10）実証的な証拠はないが，報告者がアメリカの新聞雑誌などを通じて得た印象である。
第5節　結　論
　さながら崇拝の対象ともいえる二元銀行制度は，どのような理由で存続してきたのであろうか。第
一の理由として考えられるのは，アメリカ合州国における二元主義の重みである。この国が独立して
から今日へ至るまで，連邦主義（Federalism）と反連邦主義（Antifederalism）の対立と妥協が，その
歴史を彩ってきた事実はよく知られている。諸州政府と連邦政府が，立法，司法，および行政をめぐ
って権限を頒ちあい，州権と国権が拮抗関係にあることに，アメリカ国民は疑いのない共感を寄せ
る。州と連邦による二元制度（dual　system）ないし二元主義（dualism）は，国家を成立させている基
本原理の一つである。
　第二の理由として考えるのは，アメリカにおける反独占の伝統である。第二合州国銀行の存続に係
わるバンク・ウォーの性格の一面は，ジェファソニアン・デモクラシーの信条ないし反金融独占の伝
統で説明されることがある。第二合州国銀行は当時モンスターと呼ばれて恐れられたが，州境を越え
た全国支店網を持つ銀行に対する恐怖感は，その後も久しく続いて現在へ至っている。1912年設置さ
れたプジヨー委員会によるマネーストラトの調査とこれに基づく社会的な批判や，1947年に司法省が
大手投資銀行をシャーマン独占禁止法違反で起訴したことなどで判るように，独占に対する反発はこ
の国できわめて強い。
　奇妙なことにアメリカ社会には，一方である巨大さ（bigness）へ憧れ他方で別の巨大さを憎むとい
う，相反する心理傾向の共存いわゆるアンビバレンスがある。われわれはアメリカの経済社会に根付
いている，集中（centralization）と集中排除（decentralization）の対立する潮流のなかに，二元銀行
制度のもう一つ別の基盤を見出すことができる。
　州法銀行監督官の全国団体（Conference　of　State　Bank　Supervisors＝CSBS）は，二元銀行制度の
メリットとして次の4点を挙げている（11）。（1）銀行は国法または州法による免許を自由に選択できる
から，連邦レベルと州レベルの銀行監督当局間で競争が行なわれる。②銀行業の経営環境は地域によ
って異なるから，州単位の銀行規制のほうがキメ細かい対応ができる。㈲銀行側に規制当局を選択す
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る自由があるため，より公正な銀行行政が実施可能となる。（4）州法銀行制度があるため，銀行経営お
よび銀行監督の決定が地方レベルで行ない得るし，銀行監督権限の集中を防止できる。以上のような
CSBSの主張は重複した論点を含んでいるが，二元主義と集中排除の考えがそれらの基底にあるとい
えよう。
　このような存在基盤の下で，二元銀行制度は実際にどのように機能してきたのであろうか。銀行家
たちは新しく免許を受けて銀行市場へ参入する場合，州法免許でゆくのか国法免許にするのか，いず
れか一方を選択しなくてはならない。前者であれば州銀行当局へ，後老であれば通貨監督官局（OCC）
へ，それぞれを免許申請することについては既に述べた。さらに，州法銀行が国法銀行へ転換するこ
とと，国法銀行が州法銀行へ転換することが，双方向で自由に認められ，それらの実例は珍しくない。
　アメリカ人たちにとって，国法免許のほうが州法免許より格が高いという考え方は殆どないから，
銀行は2種類の免許の間で互に行ったり来たりする。この点で，二元銀行制度は州銀行当局とOCC
の間で，協力的というよりはむしろ競争的に作用し，かえって銀行市場へ活力を与えるとの評価が行
渡っている。ただし，こうした評価には反対意見があって，アメリカ合州国に二元銀行制度があると
いうのは疑問で，実際には50州の州銀行制度，ワシントンD．C、の銀行制度，国法銀行制度，連邦準
備制度，それに連邦預金保険制度と，合わせて54種類の銀行制度があるのではないかとする見方があ
り（’2），制度の混乱ないし重複へ目を向けている。このような二元銀行制度に対する考え方の差異は
ともかく，1983年末現在で全銀行の実態を見ると，州法銀行は銀行数の66．9％と預金高の42．・2％を占
めるほど，きわめて大きい存在である。
　二元銀行制度をアメリカ銀行制度の守護神と考える関係者が多く，政治家と行政官がこれに十分配
慮している有様は上で示した。しかし，同時に二元銀行制度の実態は，徐々に変わってきたといって
よい。まず1913年連邦準備制度（FRS）の設立によって，国法銀行の働きが変わった。国法銀行は銀
行券発行機能を連邦準備銀行へ移され，またFRSへ強制加盟させられて，　OCCのほか連邦準備制度
理事会（FRB）からの統制にも服することになった。州法銀行もFRSへ任意加盟すれば，州銀行当
局のほかFRBの監督に従わなければならない。二元銀行制度はこのときから以前と違って，中央銀
行の下における制度へ移行したのである。
　二元銀行制度の内容は更に，1933年の連邦預金保険公社（FDIC）創立によって影響を受けた。加
盟銀行はFDICが提供する預金保険へ強制加入させられ，非加盟銀行は任意加入であるが，いずれ
にせよ保険加入銀行は預金保険制度の運営に関連して，FCICからの監督を受ける。また後になって
からであるが，FDICは州法非加盟銀行を規制する監督機関に位置づけられ，預金保険の事項を越え
る範囲にわたって，銀行監督の機能を強めていった。
　第2次世界大戦後の大きな動きは，1980年金融制度改革法の成立である。同法の規定に基づいて，
全銀行がFRSへ実質的に強制加盟させられ，州法銀行と国法銀行の差異は一層縮まってしまづた。
更にもう一つの動きは，州際銀行業務の解禁に伴う問題である。州際銀行業務は連邦レペルで解禁さ
れた訳ではないが，州レベルでは諸州が地域ブロックを結成して，互恵べ一スで他州との銀行乗入れ
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第5－1表州法銀行数と国法銀行数の比較（186（F1984年）
暦 年 全銀行釧州法銀行数（シ・ア）陣法銀行数（シ・ア）??????????????1，562
1，937
2，726
7，078
12，427
24，514
30，291
23，679
14，534
14，146
13，147
13，487
14，836
15，133
1，562（100．0％）
　325（16．8016）
　650（23．8％）
3，594（50．8％）
8，696（70．0％）
17，376（70．9％）
22，267（73．5％）
16，432（69．4％）
9，370（64．5％）
9，175（64．gg6）
8，605（65．5％）
8，849（65．6％）
10，411（70．2％）
10，223（67．6gる）
　　0（一）
1，612（83．2％）
2，076（76．2％）
3，484（49．2％）
3，731（30．oo／o）
7，138（29．1％）
8，024（26．5％）
7，247（30，6％）
5，164（35．5％）
4，971（35．1％）
4，542（34．5％）
4，638（34．4gる）
4，425（29．8％）
4，910（32．4％）
　　　（出所）　第4－2表と同じ。
を認め合っている。諸州がそれぞれ互に銀行の他州進出を認めない仕組は，二元銀行制度の重要な基
礎の一っであったけれど，その基礎がいま崩れようとしている。
　こうした二元銀行制度の変化は，どうして起こったのであろうか。アメリカ政治の特色を比喩する
修辞に，「レイヤー・ケーキ」と「マーブル・ケーキ」がある（エ3）。3枚重ねのレイヤー・ケーキのよ
うに，連邦と諸州と地方自治体が3層をなしながら一体となってアメリか合州国を形成していると見
るのが，前者の表現である。これに対して，色とりどりのマーブル・ケーキのように，連邦と諸州と
地方自治体が分かちがたく混り合っていると見るのが，後者の表現である。独立後200年間のアメリ
カ政治の動きは，レnヤー一・ケーキからマーブル・ケーキへの移行と見ることができよう。しかも，
1930年代のニューディール以降，マーブル・ケーキの材料のなかに占める連邦の比重は，年々大きく
なっている。二元銀行制度の内容が変化してきた背景には，このような事情が絡んでいることは間違
いないといえよう。
　以上述べたような変化を，二元銀行制度のなし崩し的解体ないし侵食過程と見るか，あるいはアメ
リカにおける新しい統治形態へ対応する動きと見るかは，見解の分かれるところであろう。複雑な銀
行監督機構を全国的に統一しようとするアイディアはこれまで幾つもあり，具体的な提案も出されて
いる。現在この構想が直ちに実現する状況はないけれど，州際銀行業務の事実上の解禁という事態と
合わせて考えると，二元銀行制度の変化はなお一段と進展するものと予測される。いずれにしても，
伝統的な二元銀行制度がいま転機を迎えていることは確かであるが，同時に国権と州権の拮抗関係か
らなる二元主義に対する国民の支持が根強いことも確かである。二元銀行制度の時間的な展開は，上
の第5－1表に要約されている（14）。
（11）　CSBS，　A　Pプo／lleげState－Chartered　Banhing，1984，　pp．2－3．
（12）　Hackley，　Howard　H．，‘‘Our　BaMing　Bankillg　System，”Virginia　LaTv　Revieτv，　Vo1．52，　No．4，5，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－214一
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　　p．815．
（13）大森　彌，「連邦制国家」，r文明としてのアメリカ』，第4巻，　pp．32－34．
（14）注（8）と同じ。
（たかぎひとし）
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